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1
基幹業務ｼｽﾃﾑ管理
事業

総務課 一般事業 2,982

財務会計システム、給与シス
テムの安定稼働を確保するこ
とにより、財務会計及び給与
事務の効率化を図る。

システム停
止

回 0 0 － － - - Ｂ

財務会計システムの
新システムへの移行
を円滑に実施する必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
システムの十分な活用を勧めていくべき
である。

現在は､財務会計シ
ステムで新旧併用処
理しているが、H19
年度には一本化す
る。

Ｂ
新システムの確立を早急に図る必要があ
る。

○

2 例規管理事業 総務課 一般事業 5,198

適正に条例･規則を管理し、
条例･規則のデータ化を図る
ことで、事務事業の効率化を
推進する。

データー化
の本数

本 ― 41
条例･規則
の数

本 － 41 Ｂ

加除本を減らす方向
で、例規集をホーム
ページで公表するこ
とについて検討する
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B B Ｂ
現在、加除本とデータで管理している
が、ホームページで公表することによ
り、加除本を無くすことができないか。

将来的にはホーム
ページで公表するこ
とにより、加除本を
なくし、コスト削減
を図りたい。

Ｂ
加除本を減らし、又は無くすことについ
て検討し、ホームページでの公表につい
ては、早急に取り組む必要がある。

◎

3
公共バス運行支援
事業

総務課 補助金事業 15,820

村民の足となる三重交通バス
の運行の充実を図ることで、
住民の公共交通の利便向上を
図る。

バス利用者
数

人 140 195 － － 0 0 Ｃ

現在の利用者の利便
を確保しながら、１
９年度の更新に向け
て運行形態等の見直
しを検討する必要が
ある。また、役場へ
の乗入れについて
は、現行バスの路線
延伸計画と合わせて
廃止の方向で検討す
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｂ
三重交通㈱に利用者促進のPR（バスカー
ドなど）を積極的に働きかける必要があ
る。

住民アンケートをも
とにダイヤ改正及び
飛島バスとの接続を
検討する。

Ｂ
バス利用者の利便性を向上させるため、
路線延伸とダイヤ改正を図る必要があ
る。

◎

4
名港西部臨海企業
連絡事業

企画課 補助金事業 507

飛島村の臨海部（西2区、西4
区）に所在する企業の連絡組
織の育成と活動の活性化を図
る。

加盟企業数
割合

％ 91.487.6

企業連絡協
議会として
事業参加回

数

回 8 14 Ｂ

臨海部企業との連携
を円滑に行うために
必要な補助金である
が、補助金の使途に
ついて精査する必要
がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ 定額補助制度の再検討

企業連の財務状況と
活動内容を精査し、
事業費に応じた補助
制度の検討を行う

Ｂ
引き続き、企業連の財務状況と活動内容
を精査し、事業費に応じた補助制度の検
討を行う必要がある。

○

5
名古屋港利用促進
事業

企画課 補助金事業 15,174

名古屋港の利用促進に関する
諸活動を名古屋港管理組合や
所在市町村、民間企業、団体
と連携して多目的かつ効果的
に遂行することにより飛島ふ
頭を始めとする名古屋港湾の
振興に資する。

ポートセー
ルス参加者

人 13191572事業化年度 年度 19 19 Ａ

今後も臨海部の振興
施策として、所在市
町村、企業、港湾関
係者が一体となって
産官連携して行う名
古屋港の利用促進活
動に対して助成する
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も名古屋港の利用促進を進めていく
必要がある Ａ

今後も名古屋港の利用促進を進めていく
必要がある

○

6
名港飛島公共交通
バス利用促進事業

企画課 補助金事業 45,704

飛島村の臨海部（西2区、西4
区）に立地する企業の従業員
が自家用車及び貸切バスを利
用せずに通勤できるように運
行している名港飛島バス公共
交通バス利用促進協議会(H11
～H2O年度　名古屋ｼｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ
に委託）の事業活動の育成を
図る。

バス利用者
数

人 108795118662
金城ふ頭駅
接続要望

％ 30 33.3Ｃ

臨海部企業の活発な
事業活動とあわせて
就業者の公共バス需
要は年々伸びてお
り、赤字損失を補填
する補助金も減少傾
向にある。現行の委
託会社との契約が終
了するH20年度に向
けて今後の事業の方
向性を検討する必要
がある。

公的関
与が必
要であ
る

A C C Ｃ

20年度の契約終了までに、公共交通環境
及び利用者ニーズの変化を把握し、効果
的かつ効率的なバス事業の運営方法につ
いて検討する必要がある。

21年度からの契約更
新に備えて、利用者
ニーズを反映させた
公共交通のあり方に
ついて更に検討を進
める。

Ｃ

２０年度の契約終了までに、公共交通環
境及び利用者ニーズの変化を把握し、効
果的かつ効率的なバス事業の運営方法に
ついて検討する必要がある。

○

7 交通安全推進事業 建設課 一般事業 2,194
交通安全活動を通じて、村民
全体の交通安全意識の高揚を
図る。

参加人数 人 10001385参加人数 人 460 460 Ｂ

地域住民や警察と連
携を密にするととも
に街頭監視活動や交
通安全教室などの啓
発活動の充実を図る
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
警察と連携し、交通安全教室をより効果
的な運動方法や、教室の方法を見つけ出
し、実践していく必要がある。

県や警察と情報交換
をすることによって
より効果的な運動方
法や教室方法を見つ
け出し、住民の交通
安全意識を向上させ
る。

Ｂ
警察と連携し、交通安全教室をより効果
的な運動方法や、教室の方法を見つけ出
し、実践していく必要がある。

○

8
交通安全施設維持
管理事業

建設課 一般事業 6,481
道路照明及び地下道の適正な
管理をする事で、安全な交通
環境の整備を図る。

地下道保守
回数

回 240 240補修件数 件 5 12 Ｂ

住民との情報交換や
職員の巡回により施
設の状況を把握し、
適正かつ円滑な対応
が必要である。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
安全で快適な交通環境を確保するため
に、状況把握の方策を検討しなくてはな
らない。

住民との情報交換や
職員の巡回により施
設の状況を把握し、
より快適な交通環境
を図る。

Ｂ

故障箇所・不都合な状況については、行
政側の確認状況を示すラベルを貼るなど
の対策及び、モニター制度導入に向けた
検討をする必要がある。

○

9
基幹業務ｼｽﾃﾑ機器
管理事業

企画課 一般事業 6,633

住民記録、国保、年金、課
税・収納、保育料及び財務会
計等の機関業務システム機器
の管理運営を円滑に実施し、
安定稼動を確保する。

NewＬｉｆ
ｅ利用停止
回数

回 0 0
財務会計利
用停止回数

回 0 0 Ｃ

保守委託内容を精査
し、安定した稼動を
損なわない範囲内で
の事業費削減を図
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ 今後も効率的な安定稼動を目指す Ｂ
効率的な安定稼動に加えて、事業費の削
減を図る必要がある。

○
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10
情報ｼｽﾃﾑ機器管理
事業

企画課 一般事業 18,381

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｼｽﾃﾑ、総合行政情
報ﾈｯﾄﾜｰｸ（LGWAN)等の情報ｼｽ
ﾃﾑ機器の管理運営を円滑に実
施することにより、安定稼動
を確保するとともに業務の効
率化を図る。

クライアン
トＰＣ利用
停止回数

回 0 0
ＬＧＷＡＮ
利用停止回

数
回 0 0 Ｃ

保守委託内容の精査
及びグループウェア
システムの効果的使
用法の徹底を図る。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ
グループウェアシステムの効果的使用法
の徹底を図ることで、保守内容の見直し
を図る。

グループウェアシス
テムの効果的利用促
進のための資料提供
及び説明会の開催

Ｂ

グループウェアシステムの効果的使用法
の徹底を図ることで、保守内容の見直し
を図る。また、保守費用の見直しを図る
必要がある。

○

11
社会福祉協議会運
営事業

保健福祉課 補助金事業 23,605
飛島村社会協議会の運営に対
して助成をすることで社会福
祉協議会事業の充実を図る。

事業回数 回 71 79 加入率 ％ 21 21 Ｃ

広範な事業を受託で
きるよう職員体制の
充実を図る必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｃ
今後も地域福祉の推進を図るためには社
会福祉ボランティアの充実が必要であ
る。

授産所の運営、職員
配置の検討、協議会
の事業内容の検討を
する必要がある。

Ｃ

有償ボランティア確立の検討及び入所者
各人が作業に生きがい、やりがいを持つ
ことができる仕事を早急に見つけ出す必
要がある。

◎

12給食サービス事業 保健福祉課 一般事業 105

独居老人・高齢者世帯等に給
食サービスを提供することに
より食生活の改善と健康増進
を図る。併せて安否確認を行
なう。

月平均利用
者数

人 120 67 利用率 ％ 26 19 Ｃ

自己負担額の減額や
回数の増加など、
サービスの拡充とそ
の配膳方法について
検討する。

公的関
与が必
要であ
る

A C C Ｃ

介護保険法改正により食事代が自費に
なったことをふまえ負担割合等、見直し
の余地はあると考えられる。また、配食
サービスの社福への全面委託でコストの
低減が図れる。

対象者のニーズを把
握確認し、配食回数
や実費負担額の検討
が必要であり、社福
への配食委託でコス
トの低減が図れる。

Ｃ

配食回数の増加と自己負担の減額、安否
確認の強化を図る必要がある。合わせて
社会福祉協議会への委託によりコスト低
減を図ることが必要である。

◎

13
生きがい活動支援
事業

保健福祉課 一般事業 349

在宅の要援護者等の心身機能
の維持向上・閉じこもり防止
を図るためサービス提供をす
ることで日常生活への自立支
援を行なう。

参加延べ人
数

人 612 461 － － 0 0 Ｂ

高齢者の生きがい活
動を支援するため
に、各種教室の開催
方法や内容の検討す
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ
開催回数等を増やしたり、内容等マンネ
リ化しないように新しいアイディアや工
夫が必要である。

外部から講師を呼ん
で内容の充実を図
る。

Ｂ
外部から講師などを呼んで内容の充実を
図る。

○

14老人援護対策事業 保健福祉課 一般事業 488

要援護者の生活の支援を推進
することでその家族の身体
的・精神的な負担の軽減を図
る。

利用延べ人
数

人 36 29
訪問延べ件

数
件 429 464 Ａ

要介護老人、独居老
人等社会的弱者の生
活向上・生活支援を
計画的に実施する必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

高齢者人口の増加に伴い、要介護老人、
独居老人等社会的弱者の増加も今後考え
られる。このため生活向上・生活支援に
必要な事業であり、今後も計画どおりに
実施する。

Ａ

高齢者人口の増加に伴い、要介護老人、
独居老人等社会的弱者の増加も今後考え
られる。このため生活向上・生活支援に
必要な事業であり、今後も計画どおりに
実施する。

○

15老人福祉対策事業 保健福祉課 一般事業 868

高齢者及び在宅の要援護者、
その家族に対し日常生活の便
宜を図り、介護者の労苦を軽
減するとともに、その有する
能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるように支
援する。

見舞金支給
回数

人 2 2
ヘルパー受
講支援者数

人 3 2 Ｃ
受講支援と寝たきり
見舞金の廃止を検討
する。

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ
ヘルパー受講支援は介護者支援の充実に
つながりにくい内容等であり平成１９年
度からは廃止を検討。

ヘルパー受講支援に
ついては平成１９年
度からは廃止。

Ａ
寝たきり見舞金については、現状どおり
継続する必要がある。

○

16
福祉タクシー助成
事業

保健福祉課 一般事業 474

要介護老人、独居老人、高齢
者世帯が容易に外出できるよ
うタクシーチケットを交付す
ることで、自立支援を促し更
に介護者の負担を軽減する。

利用率 ％ 60 60 － － 0 0 Ｂ

広報を始め高齢者の
外出支援を必要とす
る者にケアマネ等を
通じて個人指導を実
施する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

独居、介護老人、高齢者世帯の外出支援
の事業であるが、事業内容を理解し利用
しやすいようにケアマネ・地区民生委員
等を通じ説明等PRを行って更に利用者の
増加を図る。

広報を始め高齢者の
外出支援を必要とす
る者にケアマネ等を
通じて個人指導して
いく。

Ｂ
ケアマネ・地区民生委員等を通じ説明等
ＰＲを行って更に利用者の増加を図る。

○

17敬老会事業 保健福祉課 一般事業 2,574

多年にわたり地域社会の発展
に貢献された老人に対し、敬
老金を支給し感謝の意を表す
とともに記念品等を授与す
る。

参加率 ％ 80 81 － － － 0 Ｂ

高齢者が増加傾向に
ある中、敬老金支給
対象年齢及び支給額
の見直しを検討する
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

敬老者を敬う事業であり、高齢者の生き
がいづくりため継続が必要であるが、敬
老金支給については平成20年度に向けて
交付内容に検討を要する。

高齢者が増加傾向に
ある中、敬老金支給
対象年齢及び支給額
の見直しが必要。

Ａ
引続き交付内容の検討する必要はある
が、当分の間現状どおり継続する。

○

18長寿奉祝事業 保健福祉課 一般事業 7,104

地域社会の発展向上に貢献さ
れた長寿者に奉祝金を支給
し、併せて家族の労をねぎ
う。

対象人数 人 20 19 － － 0 0 Ｃ

長寿の方に対して、
奉祝金とは違う形で
提供できる新たな代
替サービスを検討す
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

B A B Ｃ
長寿の方に対して、奉祝金とは違う形で
提供できる新たな代替サービスを検討す
る必要がある。

高齢化が進む中、
年々長寿奉祝金の支
給額が増加する一方
であるため奉祝金の
見直しが検討事項で
ある。

Ａ
引続き交付内容の検討する必要はある
が、当分の間現状どおり継続する。

○
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19老人医療給付事業 住民課 一般事業 8,717

老人医療受給者のうち、障害
者等の医療費の一部負担金を
扶助する。

給付金件数 件 25802340 － － 0 0 Ａ
障害者等の医療費支
給を適正に実施する
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も身体的・家庭環境に恵まれない人
に対して助成を継続していく Ａ

今後も身体的・家庭環境に恵まれない人
に対して助成を継続していく

○

20
高齢者生きがい活
動支援事業

敬老センタ－ 補助金事業 300
ゲートボールを通じ、高齢者
が健康で生きがいを持って活
動できるよう支援する

参加率 ％ 90 89.2会員数 人 44 43 Ｂ

ゲートボール協会と
の連携を図りなが
ら、今後の改善計画
にそって見直しを図
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

疾病や対人関係で退会する人もおり、会
員が減少する傾向にある。新規に会員を
増やすためにも、魅力ある協会として存
在するにはどうしたらいいか、会長はじ
め会員とともに相談し改善していく必要
がある。

今年度の8月の役員
会では村内で行われ
る大会をトーナメン
ト戦から工夫し試合
数を増やし、何回か
試合を楽しめるよう
になるよう検討する
予定。試合そのもの
を増やすことも検討
する。

Ｂ
より魅力ある協会づくりとして存続さ
せ、新入会員の確保に努める必要があ
る。

○

21
老人クラブ助成事
業

敬老センタ－ 補助金事業 4,057

高齢者の教養の向上・健康の
増進・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・地域社会と
の交流を支援し、生きがいづ
くりの推進を図る。

例会参加人
数

人 1100010818登録者数 人 10801080Ｂ

老齢化が進む中、老
人クラブ活動の推進
を図るため必要であ
るが、現行の事業内
容の見直しが必要で
ある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
各種行事の参加者が増加するよう会長を
はじめ会員と話し合いを行う。

各種行事の参加者が
増えるよう会長をは
じめ会員と話し合い
を行い、補助額や算
定基礎の見直しを検
討する。

Ｂ
参加人数増加の為の行事内容の見直しが
必要である。

○

22障害者福祉事業 保健福祉課 一般事業 489

障害者及び家族の仲間づくり
及び情報交換の場を提供する
ことで自立支援の充実を図
る。

参加率 ％ 80 48.8 － － 0 0 Ｂ

事業内容をさらに工
夫し、ヘルパー・ボ
ランティアを活用し
ながら、開催日を検
討する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
事業内容をさらに工夫し、ヘルパー・ボ
ランティアを活用しながら、開催日を検
討する。

事業内容をさらに工
夫し、ヘルパー・ボ
ランティアを活用し
ながら休日の開催を
検討する。

Ｄ
障害者福祉事業については包括的に社会
福祉協議会へ事業移行する必要がある。

×

23
障害者援護対策事
業

保健福祉課 一般事業 395

心身障害者（児）及び精神障
害者が、日常生活を容易に行
うために負担金等の一部を扶
助することによって障害者の
自立を支援する。

利用率 ％ 60 45.1 － － 0 0 Ａ

障害者の自立を支援
する事業として継続
して事業を実施する
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
利用者に片寄りがありので、周知方法を
検討する必要がある。

広報によるＰＲの回
数を増やす。 Ｂ

対象者に直接周知するなど、周知方法を
改善する必要がある。

○

24障害者援護事業 保健福祉課 一般事業 19,146
各種援護ｻｰﾋﾞｽの負担金等の
一部を扶助することにより、
障害者の自立を支援する。

受給者数 人 40 27 － － 0 0 Ａ

障害者の自立を支援
する事業として継続
して事業を実施する
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ａ
身体障害者福祉法に定められたとおり交
付決定をするため、現状どおり進める。

相談業務の強化を図
る。 Ａ

身体障害者福祉法に定められたとおり交
付決定をするため、現状どおり進める。

○

25
授産所運営委託事
業

保健福祉課 一般事業 6,550

障害者（身体・知的・精神）
への就労の場の提供並びに、
日常生活に必要な指導及び訓
練を行い自立心の向上及び社
会参加への支援を行なう。

利用率 ％ 100 50 － － 0 0 Ｂ

身体・知的相談員等
の協力を得ながら通
所者の奨励を図る必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
心身障害者の自立支援及び社会復帰を目
的とする事業であり継続が必要である。
居宅障害者への通所を奨励していく。

身体・知的相談員等
の協力を得ながら通
所者を奨励してい
く。

Ｂ
対象者のニーズを掌握することと、その
提供についての方策を検討する必要があ
る。

○

26
障害者医療給付事
業

住民課 一般事業 23,937

重度障害者が必要な医療を安
心して受けられるよう、適正
に医療費を支給する。

医療費件数 件 12001438 － － 0 0 Ａ
重度障害者等の医療
費支給を適正に実施
する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も心身障害者の福祉の増進を図るた
め医療費の助成を継続していく Ａ

今後も心身障害者の福祉の増進を図るた
め医療費の助成を継続していく

○

27
社会福祉施設維持
管理事業

敬老センタ－ 一般事業 173,885
施設・設備の充実を図るとと
もに適正な維持管理を図る。

利用者数 人 2000020001開館日 日 243 243 Ｂ

温泉の一般開放に向
けて、事故防止策及
び効率的な運営を図
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
計画的に維持管理に努め、村民のニーズ
にあった施設の提供をしている

施設を安全に使用で
きるよう修繕等を行
う。

Ａ
計画的に維持管理に努め、村民のニーズ
にあった施設の提供をしている

○
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28
保育児保護者団体
助成事業

保健福祉課 補助金事業 168
家庭と保育所との繋がりを緊
密にするとともに、父母教育
の親展を図る。

親の会活動
数

回 12 26
母の会活動

数
回 12 21 Ｂ

保育所・保育園と保
護者の連携を円滑に
行うため必要であ
る。

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

親の会・母の会が活動していく上での補
助は適正であるが、他町村においては、
公立のみを補助対象にしているので今後
見直す必要はある。

他市町村の現状を踏
まえ、本村として補
助対象をどのように
するか検討してい
く。

Ａ
保育所・保育園と保護者の連携を円滑に
行うため、見直しも視野に入れながら、
当分の間現状通り交付する必要がある。

○

29
チャイルドシート
購入費支援事業

保健福祉課 補助金事業 247

車に乗車中の子どもを交通事
故から守ることにより、子ど
も達の生活環境の改善を図
る。

交付件数 件 13 19 － － 0 0 Ｂ

購入者の負担軽減の
ため子育て支援策と
して継続していく必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

他市町村は義務化されているものに対し
て補助していないが、購入者の負担軽減
のための補助として継続していく必要が
ある。

広報の掲載時期・
ウェブページの記事
内容の充実を図る。

Ｂ
住民への周知しながら子育て支援として
継続していく必要がある。

○

30保育措置事業 保健福祉課 一般事業 62,784
保育園の保育措置事務を適正
に実施することで児童福祉の
充実を図る。

入所者数 人 1080991 － － 0 0 Ａ

児童福祉法に基づ
き、保育園の保育措
置事業を適正に実施
する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
法にもとづいていて実施しているためこ
のまますすめていく Ａ

法にもとづいていて実施しているためこ
のまますすめていく

○

31
民間保育所支援事
業

保健福祉課 補助金事業 10,748

民間保育所職員の処遇向上及
び施設の運営改善を支援する
ことで児童福祉の充実を図
る。

保育士数率 ％ 100 114 － － 0 0 Ｃ

他の福祉施設に対す
る補助金制度との整
合性を図るために、
見直しの検討が必要
である。

公的関
与が必
要であ
る

D A B Ｃ
近年、成果指標である保育士数率も目標
をほぼ達成しており、現在の補助は飽和
状態にあると考えられる。

県要綱廃止を鑑み、
村の要綱も補助率等
見直しをする。

Ｃ
２０年度の県要綱廃止を鑑み、村の要綱
も２１年度から補助率見直しをする。

○

32子育て支援事業 保健福祉課 補助金事業 330
児童福祉施設の実施する子育
て事業を支援することによ
り、児童福祉の向上を図る。

参加者数 人 430 310 － － 0 0 Ｃ

補助事業の意義が薄
れ、その目的として
も特別な事業につい
ては、民間独自で展
開するものであり、
見直しが必要であ
る。

公的関
与が必
要であ
る

C A B Ｃ
村の要綱が時代の流れに追いついていな
いので、時代に即した要綱改正した。

次世代育成支援対策
事業で補助する。 Ｃ

次世代育成支援対策事業で引き続き補助
する。

○

33
乳児医療費給付事
業

住民課 一般事業 18,158

子どもたち(満15歳の年度末
まで)が必要な医療を安心し
て受けられるよう、適正に医
療費を支給する。

医療費件数 件 78007229 － － 0 0 Ａ

乳幼児(満15歳の年
度末まで)が必要な
医療を安心して受け
られるよう、医療費
を適正に支給する必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も乳児の福祉の増進を図るため、医
療費の助成を継続していく Ａ

今後も乳児の福祉の増進を図るため、医
療費の助成を継続していく

○

34児童養育奨励事業 住民課 一般事業 11,100

若年層の増加及び定住化を促
進するため出生を奨励及び就
学者を祝う事で、次代を担う
児童福祉の充実を図る。

育児奨励金
支給人数

人 25 25
就学祝金支
給人数

人 86 86 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も少子化対策を図るため助成を継続
していく Ａ

今後も少子化対策を図るため助成を継続
していく

○

35
母子福祉費給付事
業

住民課 一般事業 1,967

母子父子家庭の中で、子が満
18歳の年度末までの母子父子
が必要な医療を安心して受け
られるよう、適正に医療費を
支給する。

医療費件数 件 350 394 － － 0 0 Ａ

母子家庭の母・父・
児童の健康の保持増
進を図るため医療費
の助成を適正に支給
する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も母子家庭の母・父・児童の健康の
保持増進を図るため医療費の助成を継続
していく

Ａ
今後も母子家庭の母・父・児童の健康の
保持増進を図るため医療費の助成を継続
していく

○

36保育所運営事業 第一保育所 一般事業 13,361

保育所入所児が心地よい生活
環境の中で、心身ともに健全
に育ち豊かな人間性を育むこ
とが出来る様、保育の向上を
目指すとともに、より良い保
育環境作りをする。

保育所入所
児数

人 71 66
延長保育人

数
人 0

朝18・
夕16

Ｂ

保育ニーズの多様化
に応えよりよい保育
環境を提供するため
に、今後も延長保
育・障害児保育・一
時保育などの充実を
図る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B B Ｂ

少子化の進行・共働き夫婦の増加・核家
族化など子育ての環境は変化し、保育所
に対するニーズがどんどん多様化してい
る。こうした中で子育て環境を整えるこ
とは必要不可欠である

保育ニーズの多様化
に応えよりよい保育
環境を提供するよう
努める。今後も延長
保育・障害児保育・
一時保育などの充実
を図る。また、保育
記録作成の効率を上
げるためパソコンの
配備が必要である。

Ｂ
事務効率を図るため、パソコンの配備を
する必要がある。

○
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37
保育所維持管理事
業

第一保育所 一般事業 3,170
保育所児の健全育成の為、安
全で快適な環境を維持する。

施設整備工
事

件 1 1 － － 0 0 Ｂ

安全で快適な保育環
境づくりを進めるた
めに、施設の整備に
ついて緊急度の高い
ものから計画的に整
備していく必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
安全で快適な保育環境づくりを進めるた
めに、緊急度の高いものから計画的に整
備していく必要がある。

緊急度の高いものか
ら計画的に整備して
いく。

Ｂ
緊急度の高いものから計画的に整備して
いく必要がある。

○

38給食事業 第一保育所 一般事業 6,005

保育所児の心身の健全育成の
ため、バランスの取れた安全
で家庭的な食事の提供をする
ことで、食育の普及を図る。

給食試食会
参加者率

％ 85 92
クッキン
グ・行事食
回数

回 20 25 Ｂ

保育所児の健全育成
のために食育は重要
であり、保護者も含
めて今後もこの事業
をより充実させてい
く必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

保育所において所児の健全育成のために
食育は重要であり、保護者も含めて今後
もこの事業をより充実させていく必要が
ある。

野菜作りに力を入
れ、自分たちで作っ
た野菜で料理をした
り、子どもたち参加
のクッキングを毎月
1回取り入れたり、
日本らしい行事食を
とりいれていく。

Ｂ
食育は重要であり家庭内での食事につい
ても重要であり、保護者も含めて所児の
食育全般を充実させる必要がある。

○

39児童館運営事業 保健福祉課 一般事業 3,311

健康で情操の豊かな子どもを
育てるために、遊び場を提供
するととに、子育て家庭の母
親の支援を行なう。

利用来館者
数

人 1500018678
親子教室登
録人数

人 45 63 Ｂ

児童に意義ある遊び
を提供していくとと
もに、児童クラブ開
設までﾗﾝﾄﾞｾﾙ下校児
への生活面での配慮
を継続していく必要
がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

ﾗﾝﾄﾞｾﾙ下校児が増加し、「児童クラブ」
の必要性が望まれる。一般来館児と下校
児と区分けすることはないが、下校児へ
の生活面での配慮を継続していく。

今後も児童に意義あ
る遊びを提供してい
くとともに、児童ク
ラブ開設までﾗﾝﾄﾞｾﾙ
下校児への生活面で
の配慮を継続してい
く。

Ｂ
「児童クラブ」の必要性を認識し、その
検討をすること。

○

40子供会助成事業 保健福祉課 補助金事業 793

地域組織活動（子ども会）の
育成助長を図ることにより、
活動の活性化を図る。

各子ども会
の平均活動
回数

回 9 9 － － 0 0 Ａ

村子連補助金につい
ては、児童数に左右
されない安定した予
算が確保されるよう
検討が必要である。

公的関
与が必
要であ
る

B B A Ｂ

安定した活動を支援するために、予算の
検討が必要。
単位子ども会活動の事業内容を意味ある
ものとしていくために、奉仕活
動を活動に取り込んでいく。

補助金申請や実績の
中で、事業内容をよ
り意義あるもの（奉
仕活動等を実施）に
見直しをしていく。

Ｂ
補助額は固定的でなく、活動状況（奉仕
活動等）に応じて補助することにする。

○

41
すこやかセンター
管理事業

保健福祉課 一般事業 70,399
施設・設備の適正な維持管理
を行うことで、総合的な管理
事業の推進を図る。

利用回数 回 295 306 － － 0 0 Ｃ

公共施設部分につい
ては指定管理者制度
の導入を検討し、公
用施設部分について
は職員の執務環境の
改善を図るための対
策を検討する。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
建設から10年経ち、すこやかセンターの
維持管理を含め、計画的な改修が必要で
ある。

センター設備（機
械、機器、機具）修
繕時期の事業内容を
検討する。

Ｂ

公共施設の指定管理について、１９年度
に検討会を立ち上るとともに、施設、機
器等についての改修計画を策定すること
が必要である。

○

42健康管理事業 保健福祉課 一般事業 25,775

健康診査を実施し、疾病の早
期発見治療につなげるととも
に、相談・教育事業を通し、
正しい知識の普及と生活習慣
改善支援を行なう。

生活習慣病
予防教室へ
の参加者数

人 23 18
基本健康診
査受診率

％ 80 70.8Ｂ

対象者に広報・ちら
し等だけでなく、個
別通知を行い、広く
事業のＰＲをすると
ともに、個人の生活
に合った健康サービ
ス利用が可能となる
よう、体制を整える
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ

より多くの住民が、健康の保持増進の自
覚を持ち、生活習慣病予防に取り組める
よう、個人にあった支援体制を充実させ
る。

健康増進法、高齢者
医療確保法に基づき
平成20年度より、特
定健康診査の実施及
び子宮がん、乳がん
検診を毎年実施に向
け、体制を整える。
また、対象者には、
広報・ちらし等だけ
でなく、個別通知を
行い、広く事業のＰ
Ｒに務める。個人の
生活に合った健康
サービス利用が可能
となるよう、体制を
整える。

Ｂ
限られた職員数、予算の中で、個人に
あった支援体制を充実させる具体的方策
について検討する必要がある。

○

43健康ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ事業 保健福祉課 一般事業 755

健康ウォーキング、体力
チェック、血液さらさら
チェック等を実施することに
より、健康に関する意識の高
揚を図り、生活習慣病の予防
及び住民の健康増進を目指
す。

参加人員 人 900 713 － － 0 0 Ｂ

今年度からの合同開
催の実績を踏まえ、
次年度からは更なる
開催効果の上がる方
法を検討する。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
生涯学習フェスティバル、農業祭との合
同開催で行うため、プログラムの内容、
PR方法を検討する必要がある。

広報・ちらしにて広
く住民に周知すると
ともに、プログラム
内容、数等の検討を
する。

Ｂ

対象を明確にしたプログラムを加えるな
ど、生活習慣病の予防及び住民の健康増
進のきっかけづくりの場として拡充発展
する方策を検討する必要がある。

○

44
長寿村づくり推進
事業

保健福祉課 一般事業 2,840

平成３年度から行ってきた長
寿村研究成果に基づき、健康
長寿情報のさらなる周知及び
普及を図り、日本一の健康長
寿村づくりを推進する。

健康チェッ
クリストの
回収率

% － 0
すこやかカ
レンダーの
配布率

%
75%以
上

100 Ｂ

次回（平成２０年
度）の健康長寿村調
査に向けて、款項目
の枠を越えた、全庁
的な議論・調整を図
るための体制をつく
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ

平成２０年度の健康長寿村調査に向け
て、款項目の枠を越えた、全庁的な議
論・調整を図るための体制をつくる必要
がある。

健康長寿村調査研究
事業は平成２０年度
に実施予定。今後も
事業に取り組む際、
款項目の枠を越え
た、議論・調整を働
きかける。

Ｂ
健康長寿村調査に向けて、飛島村の現状
掌握を進め、調査情報の更なる周知・徹
底を図る。

○

45予防接種事業 保健福祉課 一般事業 4,126
感染性疾患の罹患及び罹患後
の後遺症を予防するため、予
防接種を推進する。

標準期間内
接種率

％ 85 100 － － 0 0 Ｂ

適切な時期に接種の
必要性についてPRす
る機会を増やす必要
がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
適切な時期に接種の必要性についてPRす
る機会を増やす。

PRする機会を増やす Ｂ
個別通知の際に、接種の期限を定めて通
知すること。

○
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46聖苑施設管理事業 保健福祉課 一般事業 6,399
施設・設備の適正な維持管理
を行なう。

保守点検回
数

回 19 22 除草回数 回 4 1 Ｂ

利用者の利便性向上
のため、勝手口の整
備等、施設の改善を
検討する。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
利用者の利便性向上のため、勝手口の整
備等、施設の改善を検討する。

勝手口の整備、宿直
室のトイレ設置、外
部コンセントの設置
等、施設の改善を図
る。

Ｂ
利便性を向上を確保するため、利用者の
意見を広く聴取すること。

○

47母子保健対策事業 保健福祉課 一般事業 3,447
母子健診・相談・教室等を行
うことで健康増進を推進す
る。

乳幼児健康
診査受診率

％ 10097.2受診者数 人 110 105 Ｂ

未受診者への再通
知・電話・訪問など
で受診の勧奨を行う
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
未受診者への再通知・電話・訪問などで
受診の勧奨を行う

未受診者へは再通
知・電話・訪問など
で受診の勧奨を行う

Ｂ
未受診者へは再通知・電話・訪問などで
受診の勧奨を行う必要がある。

○

48公害対策事業 保健福祉課 一般事業 1,152

常時大気汚染の観測により公
害の発生防止対策を充実し、
また関係機関と連携を図り地
盤沈下の観測をし、生活環境
を保全する。

地盤沈下観
測数値(3井
のうち第１
井　３００
ｍ）

ｍ 0

水位
4.36
ｍ・水
面4.55
ｍ・沈
下47.1
ｍ

大気汚染測
定数値

ｐｐｍ

二酸化
硫黄
0.04・
浮遊粒
子状物
質　0.
１0

二酸化
硫黄
0.014
・浮遊
粒子状
物質
0.071

Ａ

住民の生活環境の保
全を図るために、大
気汚染や地盤沈下等
の環境測定活動を継
続的に実施する必要
がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 計画通り事業を進めることが適当 Ａ 計画通り事業を進めることが適当 ○

49し尿処理事務事業 保健福祉課 一般事業 34,773
し尿及び浄化槽汚泥を適正に
処理し、環境の保全を図る。

投入量（し
尿）

ｋｌ 300 297
投入量（浄
化槽汚泥）

ｋｌ 53005286Ａ

住民の生活環境の保
全を図るために、し
尿や浄化槽汚泥処理
を適正に実施する必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 計画通り事業を進めることが適当 Ａ 計画通り事業を進めることが適当 ○

50
一般塵芥処理事務
事業

保健福祉課 一般事業 93,803
一般廃棄物処理に関する各種
業務を的確に処理することに
より、環境美化を推進する。

ごみ袋販売
枚数

枚 292200346200－ － 0 0 Ａ

住民の生活環境の保
全を図るために、適
正な一般廃棄物処理
及び減量について住
民への情報提供を図
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 計画通り事業を進めることが適当 Ａ 計画通り事業を進めることが適当 ○

51リサイクル事業 保健福祉課 一般事業 13,545
リサイクル資源を効率よく収
集することで再資源化を推進
する。

処理量（空
き缶）

Ｋｇ 97577788
処理量

（ペット）
Ｋｇ 43426013Ｄ

空き容器回収システ
ムについては廃止す
る。

公的関
与が必
要であ
る

C C B Ｄ
空き容器回収システムについては、廃
止。

H19.3　空き容器回
収システムの廃止。
資源持込分別ステー
ションであるエコﾌﾟ
ﾗｻﾞの利用を充実さ
せるため、広報等で
周知する。

Ｂ
リサイクルプラザのPRと受入れ方法の改
善を図ることでゴミの再資源化を推進す
る。

○

52ごみ収集事業 保健福祉課 一般事業 20,252
一般廃棄物の適正な処理をす
ることで、ごみの減量を推進
する。

ごみ収集量 ｔ 15811436 － － － 0 Ａ

住民の生活環境の保
全を図るために、適
正に一般廃棄物処理
を実施する必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 計画通り事業を進めることが適当 Ａ 計画通り事業を進めることが適当 ○

53
服岡投棄場維持管
理事業

保健福祉課 一般事業 5,739

粗大ごみ等の一時仮置き場と
して、適正な維持管理を行う
ことで住民の利便を確保す
る。

開放日数 日 23 24 利用者数 人 905 922 Ｂ

汚水の処理方法につ
いて、必要性も含め
て検討する必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
汚水の処理方法について検討する必要が
ある。

水質調査毎月１回、
ダイオキシン類調査
年１回行い、平成１
９年度からガス分析
調査を実施する。

Ｂ
引き続き、適正な維持管理及び調査を行
う必要がある。

○

54
新政処分場維持管
理事業

保健福祉課 一般事業 9,319
焼却灰等の埋立場を利用し、
適正な維持管理を行うことで
良好な終末処理環境をする。

灰処理量 ｔ 141 137受入回数 車 13 13 Ａ
焼却灰等の処分場と
して適正な維持管理
を図る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 計画通り事業を進めることが適当 Ａ 計画通り事業を進めることが適当 ○
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55
農業委員会管理事
業

経済課 一般事業 7,316

農地の移動、転用等について
審議し農地の保全を図るとと
もに農業生産力の向上発展及
び農業経営の合理化を図り、
農民の地位向上に寄与するた
め、農業委員会の運営活動を
推進する。

違反転用指
導回数

件 3 3 － － 0 0 Ｂ
適正な委員数につい
て検討する必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ
他市町の動向を見ながら慎重に検討する
必要がある。 Ｂ

各種の農業関係協議会を通じて、関係機
関の連携や農業施策の推進を図る必要が
ある。

○

56
農業関係団体活動
助成事業

経済課 補助金事業 2,476

農業者の組織する村内の団体
に助成し、団体の運営及び地
域農業の振興と団体活動の推
進を図る。

団体の会員
数

人 120 122 － － 0 0 Ｂ

農業振興団体の支援
策として、ＪＡ等関
係機関と連携を図り
ながら適正な事業推
進を図る必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

農業関係団体の置かれている状況は厳し
いものとなっており、事業実施に対する
補助金により一定の効果が見込まれるた
め、今後も進めることが適当である。

Ａ

農業関係団体の置かれている状況は厳し
いものとなっており、事業実施に対する
補助金により一定の効果が見込まれるた
め、今後も進めることが適当である。

○

57農業振興管理事業 経済課 一般事業 2,550

農振協議会や研修会を開催す
ることによって、農業振興地
域の整備及び維持管理を図る
とともに、農業後継者の育成
を図る。

農振除外面
積

㎡ 1000048922
研修の参加

者
人 75 75 Ｂ

適正な委員数につい
て検討する必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ
他市町の動向を見ながら慎重に検討する
必要がある。 Ａ

他市町の動向を見ながら、従来どおり事
業を進める必要がある。

○

58有害鳥獣駆除事業 経済課 一般事業 564
農作物及び農業者に害を及ぼ
す有害鳥獣を駆除し、農作物
等の被害の軽減を図る。

被害件数 件 0 0 － － 0 0 Ｂ

有効な捕獲方法や資
格保持者の減少への
対応を検討する必要
がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
有害鳥獣駆除の要求は低下しておらず、
計画通り事業を進め捕獲数を増やす必要
がある。

捕獲方法を検討す
る。資格保持者の減
少への対応を検討す
る。

Ｂ
捕獲数確保及び資格保持者減少に対応す
るため駆除日数を増やす必要がある。

○

59
数量調整円滑化推
進事業

経済課 一般事業 21,718

水田農業構造改革の推進を図
るため、水稲の生産目標数量
の調整と、産地づくり対策の
推進を図り、かつ、転作に係
る現地の確認作業を行うこと
により、水田農業の円滑な推
進を図る。

麦の生産量 ｔ 574 366
麦の作付割

合
％ 34 30 Ｄ

水稲の生産目標数値
の調整と産地づくり
の推進を図るため必
要であるが、国の制
度が１８年度に終了
する。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
平成１９年度から新たな３年計画で事業
を進めることが適当。 Ａ

平成１９年度から新たな３年計画で事業
を進めることが適当。

○

60
農業用排水路維持
管理補修事業

建設課 一般事業 10,928
土地改良施設の整備を行い、
安全に利用できる施設とす
る。

ゲート設置
工

％ 100 100
安全施設設
置工

％ 100 107 Ａ

土地改良区と連携し
て農業用排水路の維
持管理、補修を計画
的に実施する必要が
ある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 今後も、計画通り事業の推進を計る。 Ａ 今後も、計画通り事業の推進を計る。 ○

61
商工団体活動助成
事業

経済課 補助金事業 15,442
商工会が行う事業費の一部を
助成し、商工事業の推進発展
を図る。

研修会等の
回数

回 43 45
ふれ愛市の
出展者

人 42 52 Ｃ

商工業の振興を図る
ために必要である
が、対象経費の内容
精査が必要である。
また、異業種交流事
業、青年部・女性部
育成事業に対する補
助金は、Ｈ１８年度
末をもって廃止す
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 計画通り事業を進めることが適当。
一部補助すること
で、商工業の振興や
活性化を行う。

Ａ 計画通り事業を進めることが適当。 ○

62公共物管理事業 建設課 一般事業 1,871
堤塘占用、境界立会、用途廃
止等の適正な管理を行う。

道路等の立
会い件数

回 ― 21
堤塘占用件

数
件 156 156 Ｂ

公共物管理委員の構
成、払い下げ時の価
格設定など、事業内
容に対応した仕組み
づくりの検討が必要
である。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
事業内容に合わせた事務的な仕組みの検
討が必要である。

公共物管理委員の構
成、払い下げ時の価
格設定など、事業内
容に対した仕組みづ
くりの検討が必要で
ある。

Ｂ
今の委員会で普通財産の将来的な譲与を
前提とした検討が必要である。

○

63道路維持管理事業 建設課 一般事業 109,028
路面の舗装及び植樹帯を適切
に維持管理し、安全で快適な
生活道路を確保する。

除草工 ㎡ 4345943459舗装修繕工 ｍ 700 700 Ｂ

行政が整備する道路
と住民との協働によ
り整備する道路の区
分けとその基準を検
討する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｃ
住民ボランティアによる側溝掃除や除草
などによりコスト縮減を図る。

住民ボランティアの
育成方法を検討する
必要がある。

Ｃ
住民ボランティアの育成方法を検討する
必要がある。

○
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64道路台帳整備事業 建設課 一般事業 17,325

道路法第28条に基づき道路台
帳の加除修正を円滑に行う為
に、GISを活用して道路台帳
のデータベース化を図る。

台帳整備率 ％ 100 100
データベー
ス化

％ 90 90 Ｂ

住民サービスの向上
を図るために、統合
型GIS導入を検討す
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

GISの導入後の活用方法の検討や課内だ
けではなく、職員全体での活用や他の課
の情報のデータベース化の検討が必要で
ある。

導入した統合型GIS
をより効果的に、全
庁的に活用できるよ
う検討する。

Ｂ
導入した統合型ＧＩＳをより効果的に、
全庁的に活用できるようプロジェクトを
立ち上げる。

○

65道路整備事業 建設課
施設整備事

業 186,090
道路の整備、拡充をし、利便
性と安全性の充実を図る。

道路延長 ｍ 268 268 進捗率 ％ 100 100 Ａ

住民の利便性と安全
性を確保するため
に、幹線、支線道路
の整備を計画的に実
施する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 計画通り事業を実施させる必要がある。 Ａ 計画通り事業を実施させる必要がある。 ○

66公園維持管理事業 建設課 一般事業 17,682
住民ボランティア・シルバー
人材センターと連携して、公
園施設の適正管理を図る。

公園除草 人 150 157公園清掃 回 75 75 Ｂ

借地公園の必要性に
ついて再検討を行
い、借地契約に基づ
いた将来計画を策定
する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
現在の借地公園の契約に引き続き検討が
必要である。

契約内容について、
検討する必要があ
る。

Ｂ
借地公園の必要性について引き続き検討
し、借地契約にもとづいた将来計画を策
定する必要がある。

○

67消防団運営事業 総務課 一般事業 24,184
消防団の円滑な運営と団員の
活動を支援することで消防組
織を強化する。

訓練参加率 ％ 10091.6出動回数 回 － 68 Ｂ

災害時等非常事態に
備えて、実践的な災
害救助訓練を実施す
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ
災害時等非常事態に備えて、実践的な災
害救助訓練を実施する必要がある。

災害時に備え、災害
救助訓練を継続的に
実施していく。

Ｂ
災害時等非常事態に備えて、実践的な災
害救助訓練を実施する必要がある。

○

68
海部南部消防組合
負担金

総務課 一般事業 365,400
海部南部消防署の組合（弥富
市・飛島村）の円滑な運営と
防火体制等の充実を図る。

火災出動 回 19.811 救急出動 回 403.2655 Ｃ

組合消防という性質
上、負担割合の算定
について見直しを求
めていくことが必要
である。

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｃ
弥富市との組合組織であり負担割合の算
定を見直していく必要がある。

消防事務組合を更に
充実させるため、弥
富市と調整を図って
いく。

Ｃ
消防組合の負担割合を適正なものにして
いく必要がある。

○

69
消防施設維持管理
事業

総務課 一般事業 5,309
消防団の設備の維持管理を図
るとともに、消防施設の充実
を図る。

小型ポンプ
点検

台 8 8
防火水槽水
質検査

回 1 1 Ａ

災害・非常事態に備
えるため、消防団の
消防施設について適
正な維持管理を図る
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
災害に備え、充実した消防施設の維持管
理が必要となる Ａ

災害に備え、充実した消防施設の維持管
理が必要となる

○

70消防設備整備事業 総務課 一般事業 11,210

各地域に消火栓及び小型ポン
プ付積載車を適正に配置する
ことにより、消防力の強化を
図る。

車輌 台 2 2 消火栓 箇所 5 3 Ａ

災害・非常事態に備
えるため、消防施
設、設備等を計画的
に配備、更新する必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
災害に備え、充実した消防施設が必要と
なる Ａ

災害に備え、充実した消防施設が必要と
なる

○

71水防管理事務事業 総務課 一般事業 1,565

水防体制の充実を図るため、
海部地区水防事務組合と連携
することで、防災体制の整備
を図る。

海部地方防
災訓練参加
数

人 30 30 － － 0 0 Ａ

水防体制の充実に向
けて、海部津島水防
事務組合と連携を図
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
災害に備え、水防体制の充実を図ってい
る。 Ａ

災害に備え、水防体制の充実を図ってい
る。

○

72防災対策事業 総務課 一般事業 10,896

防災訓練、非常備食品の備
蓄、防災計画の修正等を行う
ことで、防災対策の推進を図
る。

備蓄量 日分 － 1
防災訓練参
加人数

人 367 263 Ｃ

想定される帰宅困難
者の実態調査を行
い、災害備蓄用品の
適性量について検討
をする必要がある

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
災害に備え、充実した防災体制を継続し
ていく。

災害時における非常
食の備蓄量を最低3
日分保有するように
整備していく必要が
ある。

Ｂ
災害時おける非常食の備蓄量を最低３日
分保有するように整備していく必要があ
る。

○
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73国民保護事務事業 総務課 一般事業 2,122

国民保護法第３５条第１項に
基づき、国民保護計画を策定
することで、住民の安全を確
保する。

国民保護協
議会

回 1 1
国民保護計
画策定

－ 1 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
国民保護のため、行動基準の整備を図っ
ていく。

国民保護のため計画
の策定を行った。地
域を取り巻く状況等
を把握し、現状に
合った計画となるよ
う修正をしていく。

Ｂ
地域を取り巻く状況等を把握し、現状に
合った計画となるよう修正をしていく。

○

74小学校管理事業 教育課 一般事業 10,617
よりよい教育活動が展開でき
るための学校運営を行う。

児童教職員
身体検査受
診者数

人 217 216
コンピュー
タ指導

時間 48 44 Ａ

よりよい教育活動が
展開できるよう、教
育環境の整備を図る
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

子どもが安心して学校生活を送るため、
不可欠な事業である。よりよい教育活動
が展開できるように、今後も充実した環
境整備を図る。

Ａ

子どもが安心して学校生活を送るため、
不可欠な事業である。よりよい教育活動
が展開できるように、今後も充実した環
境整備を図る。

○

75
小学校施設維持管
理事業

教育課
施設整備事

業 4,732
学校施設、設備の維持管理を
図る。

修繕・工事
実施数

件 21 17
設備点検、
業務委託回

数
件 19 16 Ｂ

小中一貫校の建設予
定があり、既存施設
の維持管理について
は必要最低限の経費
に留める必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

学校の施設は年々老朽化しており、通常
施設の維持費は増加することが見込まれ
る。学校の移転改築までは、現施設を利
用していかなくてはならないので、児童
が安全に学校生活を送れるように現行通
り施設維持管理を図る。

小中一貫校建設を控
えているので、既設
施設の維持管理は必
要最低限に留める。

Ｂ
維持管理は必要最小限に留める必要があ
る。

○

76給食事業 教育課 一般事業 4,433
学校給食法に基づき、児童の
心身の健全な発達に資するた
めの安全な学校給食の提供。

給食実施日
数

日 200 186
食中毒発生
件数

件 0 0 Ｃ

将来的には小中学校
共同調理場とし、調
理業務を民間委託に
し、コスト削減に向
けた検討をする必要
がある

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ
小中一貫校建設時には小中学校共同調理
場にし、調理業務を民間委託して、コス
ト削減を図る必要がある。

現段階では無理だ
が、将来的に小・中
学校共同調理場と
し、調理業務を民間
委託にし、コスト削
減を図る。

Ｂ
将来的に小中学校共同調理場とし、調理
業務を民間委託にし、コスト削減を図る
必要がある。

○

77中学校管理事業 教育課 一般事業 10,300
よりよい教育活動が展開でき
るための学校運営を行う。

生徒教職員
身体検査受
診者数

人 146 143図書購入 冊 350 429 Ａ

よりよい教育活動が
展開できるよう、教
育環境の整備を図る
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

子どもが安心して学校生活を送るため、
不可欠な事業である。よりよい教育活動
が展開できるように、今後も充実した環
境整備を図る。

Ａ

子どもが安心して学校生活を送るため、
不可欠な事業である。よりよい教育活動
が展開できるように、今後も充実した環
境整備を図る。

○

78
中学校施設維持管
理事業

教育課
施設整備事

業 5,453
学校施設、設備の維持管理を
図る。

修繕・工事
実施数

件 17 10
設備点検、
業務委託回

数
件 15 16 Ｂ

小中一貫校の建設予
定があり、既存施設
の維持管理について
は必要最低限の経費
に留める必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

学校の施設は年々老朽化しており、通常
施設の維持費は増加することが見込まれ
る。学校の移転改築までは、現施設を利
用していかなくてはならないので、生徒
が安全に学校生活を送れるように現行通
り施設維持管理を図る。

小中一貫校建設を控
えているので、既設
施設の維持管理は必
要最低限に留める。

Ｂ
維持管理は必要最小限に留める必要があ
る。

○

79給食事業 教育課 一般事業 4,036
学校給食法に基づき、生徒の
心身の健全な発達に資するた
めの安全な学校給食の提供。

給食実施日
数

日 190 178
食中毒発生
件数

件 0 ０ Ｃ

将来的には小中学校
共同調理場とし、調
理業務を民間委託に
し、コスト削減に向
けた検討をする必要
がある

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ
小中一貫校建設時には小中学校共同調理
場にし、調理業務を民間委託して、コス
ト削減を図る必要がある。

現段階では無理だ
が、将来的に小・中
学校共同調理場と
し、調理業務を民間
委託にし、コスト削
減を図る。

Ｂ
将来的に小中学校共同調理場とし、調理
業務を民間委託にし、コスト削減を図る
必要がある。

○

80
社会教育総務管理
事務事業

生涯教育課 一般事業 774

社会教育委員会を開催し、全
般的な所掌事務の連絡調整を
行うことにより、生涯学習の
推進を図る。

会議等の開
催回数

回 2 2
延べ出席者

数
人 26 20 Ｂ

社会教育活動の支援
をはかるために、今
後も情報提供を継続
して実施する必要が
ある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
社会教育活動の支援をはかるために、今
後も情報提供を継続する。

引き続き、他会議等
との日程調整（図書
館協議会と同日開
催）を十分行う。

Ｂ
社会教育活動の支援を図るために、今後
も情報提供を継続する。

○

81
明るい青少年を育
てる活動推進事業

生涯教育課 一般事業 762

家庭教育に関する意識の啓
発、情報や学習機会の提供及
び親子のふれあいを深める実
践活動を行うことで、家庭や
地域における教育力の向上を
図る。

親子ふれあ
い教室参加
人数

人 30 18
親子映画鑑
賞会入場者

数
人 800 712 Ｂ

少子化に伴い、参加
者が重複するため、
アンケートを実施し
事業内容を見直す必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
参加者のニーズに合わせて事業内容を見
直す必要がある。

受講者にアンケート
等を継続実施し、そ
の資料を参考に事業
内容を検討する。

Ｂ
対象者のニーズに合わせて事業内容を見
直す必要がある。

○



指標名 単位 目標 実績 指標名 単位 目標 実績 総評 コメント 必要性 妥当性 有効性 効率性 総評 コメント 今後の改革改善計画 総評 コメント 優先度

平成１９年度事務事業（１８年度実施事業）評価総括一覧

※１　総合評価　　Ａ：計画どおり事業を進めることが適当　　Ｂ：事業の進め方等に改善は必要　　Ｃ：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要　　Ｄ：事業の統合、休・廃止の検討が必要
※２　次年度優先度　◎：拡充　　○：今年度並み　　▲：縮小、減額　　×：休止、廃止

ＮＯ 事業名 所属名称 事業種別
H18事業費(千

円）

１次評価 ２次評価委員会
事業の意図

成果指標① 成果指標② 前年度評価

82生涯学習推進事業 生涯教育課 一般事業 1,354

生涯学習推進員を中心にイベ
ントの開催や情報誌を発行す
ることで、生涯学習の推進を
図る。

事業実施回
数

回 8 6
ほうれんそ
う年間配布
部数

部 40004000Ｃ
他の情報周知媒体
（ホームページ等）
への掲載を検討する

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｃ
生涯学習･生涯スポーツ推進員ととも
に、生涯学習活動の情報提供を図る。情
報提供の方法の見直しを図る。

住民に親しみ易く、
読み易い紙面づくり
をしていく。新たな
情報発信手段とし
て、ＨＰに掲載して
いく。

Ｃ
引き続き生涯学習活動の情報提供を図
り、情報提供方法については見直しを検
討する必要がある。

○

83
海外派遣事業（中
学生）

生涯教育課 一般事業 21,385

中学生に外国の文化や生活の
様式を体験的に学習させ、中
学生の国際感覚を養う。米国
の広大さ、強大さ、豊かさ等
を実感させるとともに、日本
の中学生の代表という誇りを
持たせ、親や村民の期待に応
えるべく真剣に努力する意欲
を持たせる。

研修報告会
の開催

回 1 1 参加者数 人 300 228 Ｃ

行程の定着化に伴
い、事前視察を見直
すとともに、引率者
数の見直しが必要で
ある。

公的関
与が必
要であ
る

A C C Ｃ
リオビスタ市との姉妹都市提携の推進に
合わせて、交流事業等を充実する必要が
ある。

リオビスタ市との姉
妹都市提携締結に基
づいた双方の密接な
事業連携を目指し、
交流事業内容を検討
する。

Ｃ
リオビスタ市との姉妹都市提携を締結し
たことにより、ホームステイを始め交流
事業を充実させる必要がある。

○

84平和推進事業 生涯教育課 一般事業 322

平和の尊さを理解させるため
に中学３年生を被爆地の広島
へ派遣させることで、児童生
徒の健全育成の推進に資す
る。

研修報告会
参加者数

人 150 127
研修報告書
配布部数

部 200 200 Ｂ

事前事後研修会の実
施内容及び方法を見
直し、研修報告書の
内容の見直しを検討
する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
研修会、報告書の内容を見直す必要があ
る。

研修報告会の合同開
催の実績を踏まえ、
事前事後研修会の内
容充実を検討する。

Ｂ
研修会、報告書の内容を見直す必要があ
る。

○

85文化振興事業 生涯教育課 一般事業 6,753

　村民に学習した成果等の発
表の場を提供することで、文
化・芸能に対する資質の向上
を図り、又、優れた芸術を鑑
賞することで知識・教養を高
める。

参加者延べ
人数

人 30002687来場者数 人 25002030Ｂ

今年度からの合同開
催の実績を踏まえ、
次年度からは更なる
開催効果の上がる方
法を検討する。

公的関
与が必
要であ
る

A B B Ｃ
村の一大イベントとして、内容をさらに
充実させるために関係団体等の意見を十
分に聞きながら進める必要がある。

より集客力に優れ、
魅力あるプログラム
の企画を検討する。

Ｃ
内容を更に充実させるために関係団体等
の意見を十分に聞きながら進める必要が
ある。

○

86
いきがい教育推進
事業

生涯教育課 補助金事業 1,050

50歳、60歳、70歳の人生の節
目の各年代が一堂に会するこ
とで、村民が生きがいをもっ
て生活するための一助とす
る。

参加人数 人 175 135 － － － － Ｃ

年代で出席者にばら
つきがあるため、事
業の精査が必要であ
る

公的関
与が必
要であ
る

B B B Ｃ
年代により参加者数にバラつきがあるの
で、定額補助制度の見直しを検討する。

実施年齢の見直しを
検討する。 Ｂ

引続き各世代の対象者が参加しやすい工
夫を検討しながら、現状どおり実施す
る。

○

87
地域づくりコミュ
ニティ推進事業

生涯教育課 一般事業 400

成人の日(１月の第２月曜
日）の前日の日曜日に成人式
を行い、住民及び在勤者の相
互のふれあいの場を提供す
る。

参加率 ％ 100 75 － － － － Ｂ

成人者が主体的に式
典に参加できるよ
う、代表者会の開催
方法の見直しを検討
する必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
成人者が主体的に参加できる企画提案が
必要である。

成人代表者会で、懇
親会を始めとする企
画内容の具体的な提
案の意見交換を行
う。

Ｂ
成人者が主体的に参加できる企画提案が
必要である。

○

88
社会教育施設活用
促進事業

生涯教育課 一般事業 446

生きがい学習講座を開催する
ことで、生きがいづくりを目
指した生涯学習活動の定着を
図る。

参加率 ％ 100 80 － － － － Ｃ

アンケート実施によ
る対象者のニーズ把
握、講座数、定員及
び参加費の見直しが
必要である。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ｂ
引き続き、アンケート実施による対象者
の的確なニーズ把握が必要である。

アンケートを継続実
施し、その満足度を
調査することによ
り、的確なプログラ
ム設定と参加率向上
を目指す。

Ｂ
引き続きアンケート実施による対象者の
的確なニーズ把握が必要である。

○

89
地区公民館維持管
理助成事業

生涯教育課 補助金事業 1,969

地区公民館の維持管理・運
営・施設整備補助と併せて耐
震診断結果に基づく耐震補
強、新築等に助成し、耐震化
を促進させ、地域住民の中核
施設として安全で安心に活用
できる施設の充実を図る。

地区公民館
運営事業交
付件数

件 15 15
耐震受験実
施件数

件 － － Ｂ

本来公費を投じて運
営する地区公民館と
して円滑な維持管理
ができるよう助成す
る必要がある。併せ
て耐震補強、新築等
に助成し地域住民の
安心できる拠点とし
て整備する必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

村地区公民館耐震補強等補助事業及び県
費補助制度等を活用し、引き続き、円滑
な維持管理並びに耐震化が促進できるよ
う助成する必要がある。

平成20年度【大用水
地区】　村地区公民
館耐震補強等補助金
交付(対象年度：
H19．4～H21．3)及
び県費補助金申請

Ａ

村地区公民館耐震補強等補助事業及び県
費補助制度等を活用し、引き続き、円滑
な維持管理並びに耐震化が促進できるよ
う助成する必要がある。

○

90
郷土資料室維持管
理事業

生涯教育課 一般事業 237

郷土資料室の展示物等を虫菌
害から守り、劣化を防ぎ整理
保存することにより、広く閲
覧に供する状態を維持する。

入場者数 人 100 90 － － － － Ｂ

郷土資料室、大宝排
水機場保存館の利用
促進のＰＲ方策等を
検討する必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
利用者数が目標値に達していないので、
利用促進を図る必要がある。

郷土資料の整理、保
存及び展示方法等の
見直しを検討する。

Ｂ 利用促進を図る必要がある。 ○
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91
図書館管理運営事
業

生涯教育課 一般事業 12,244
図書館の維持管理及び設備の
充実と、図書館の環境整備を
行い、利用の促進を図る。

図書電算機
器利用停止
回数

回 0 0
レファレン
スサービス

件 29 19 Ｂ

レファレンスサービ
スに対応する職員の
資質の向上を図る必
要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ
レファレンスサービスに対応する職員の
知識の向上を図る必要がある。

研修等により職員の
接遇面、専門技能の
向上を図る必要があ
る。

Ｃ 指定管理者制度導入に向けて検討する。 ○

92図書館整備事業 生涯教育課 一般事業 8,284
図書館利用者の多様なニーズ
に応える図書館資料の充実と
情報を提供する。

一人当たり
の資料数

冊･点 18 17.65
一人当たり
の貸出数

冊・点 14.2812.8Ｂ

利用者ニーズを的確
に掌握し、図書資料
の整備計画的に基づ
く、資料収集が必要
である。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
資料収集は、図書館運営の根幹であり、
充実を図る必要がある。 Ｂ

利用者ニーズを的確に掌握し、図書資料
の整備計画的に基づく、資料収集が必要
である。

○

93
図書館活動推進事
業

生涯教育課 一般事業 568

親子のふれあいを深める事業
を実施することにより、地域
に根ざした図書館活動の定着
化を推進する。

おはなし会
参加者数

人 700 925
児童書貸出

数
冊・点 1900018120Ａ

親子のふれあいを深
める事業を実施する
ことにより、地域に
根ざした図書館活動
の定着化を推進する
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
すべての保護者に、乳幼児期の読書の大
切さを伝えることができる。

対象児人数に合わせ
て職員の参加を減す
る。

Ａ
親子のふれあいを深める事業を実施する
ことにより、地域に根ざした図書館活動
の定着化を推進する必要がある。

○

94各種大会開催事業 生涯教育課 一般事業 1,659

村民が一同に会し、大会を通
じてスポーツに親しむととも
に健康づくりに努め、併せて
地域村内の世代間を越えた交
流と親睦を図ることを目指し
開催する。

村民体育祭
参加人数

人 23002378
村綱引大会
参加人数

210 191 Ｃ

綱引き大会の今後の
あり方について、関
係競技団体と協議が
必要である。

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｃ
村綱引大会について今後、事業主体と内
容を検討するが村民体育祭は現状通り行
う

村綱引大会について
今後のあり方につい
て検討するが村民体
育祭は現状どおり行
う

Ｃ
綱引き大会の今後のあり方について、参
加チームと協議が必要である。

○

95各種委員会 生涯教育課 一般事業 1,521

村民のスポーツ活動の普及を
図り、スポーツに関する行
事、各地区でのスポーツに親
しむ機会の充実を図る。

体指活動回
数

回 8 8
生涯スポー
ツ推進員活
動回数

回 4 4 Ｃ

生涯スポーツ推進員
と生涯学習推進員の
統合について検討す
る必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 今後も継続する必要がある Ａ 今後も継続する必要がある ○

96
社会体育施設管理
事務事業

生涯教育課 一般事業 15,020
各施設を村民が安全で快適に
利用できる環境を確保する。

利用稼働率
（総合体育
館）

％ 70 58
利用稼働率
（運動広
場）

％ 50 28 Ｃ
使用料及び減免基準
については検討する
必要がある

公的関
与が必
要であ
る

A B B Ｃ
使用料及び減免基準については検討する
余地がある

利用基準の見直し Ｃ
利用基準の見直しと指定管理者制度の導
入について、検討する必要がある。

○

97
温水プール維持管
理事務事業

生涯教育課 一般事業 96,753

一年を通して利用者が水と親
しみ、遊びながら体力つくり
と健康維持増進ができ、安全
で安心して遊泳できるよう、
水質を確保し設備の維持を図
る。

開館日数 日 296 297入場者数 人 10000081829Ｃ

光熱水費を別計算で
きるようにして、そ
の上で２０年度以降
の指定管理者制度を
目指して検討してく
ださい

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ
コスト削減に向けて、検討していく必要
がある。

指定管理者制度導入
に向けて、検討す
る。

Ｃ 指定管理者制度導入に向けて検討する。 ○

98賦課徴収事務事業 住民課 一般事業 1,881
国保税の賦課、徴収を正確に
行う。

収納率 ％ 98 97.95－ － 0 0 Ａ
国保税の賦課、徴収
を適正に行う必要が
ある。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ 今後、賦課徴収事業の推進を図る。
毎月定期的に滞納整
理を行う（電話、訪
問）

Ｂ
徴収率を上げるため、毎月定期的な滞納
整理事務を行う。

○

99
一般被保険者療養
給付費

住民課 一般事業 188,695

一般被保険者療養給付費の事
務を適正に行うことで総合的
な健康管理を推進する。

療養給付費
支給件数

件 1330313058－ － 0 0 Ａ

一般被保険者療養給
付費の給付事務を適
正に行う必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も一般被保険者療養給付費の健全な
推進を図る。 Ａ

今後も一般被保険者療養給付費の健全な
推進を図る。

○
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100
退職被保険者等療
養給付費

住民課 一般事業 78,365

退職被保険者等療養給付費の
事務を適正に行うことで総合
的な健康管理を推進する。
　

療養給付費
支給件数

件 28653925 － － 0 0 Ａ

退職被保険者等療養
給付費の給付事務を
適正に行う必要があ
る。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ
今後も退職被保険者等療養給付費の健全
な推進を図る。 Ａ

今後も退職被保険者等療養給付費の健全
な推進を図る。

○

101医療給付費 住民課 一般事業 311,480
医療給付事務を適正に行うこ
とで、高齢者の健康づくりの
推進を図る。

療養給付費
支給件数

件 1250012,022－ － 0 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ 今後も老人医療の健全な推進を図る。 Ａ 今後も老人医療の健全な推進を図る。 ○

102
処理施設維持管理
事業

建設課 一般事業 62,735

集落排水処理施設の適切な維
持管理を行い、住民の生活環
境の向上及び公共用水域の水
質保全に寄与する。

放流水質結
果（BOD)

mg／ｌ
20 12.5

接続率 ％ 10092.3Ｂ

コストバランスの観
点から、近隣市町と
同様に水道使用量で
使用料を算定する
等、料金設定の見直
しを検討する必要が
ある。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

現在の放流水質は基準値を満たしている
が、更なる水質向上を目指すべきであ
る。また、同時にコスト削減という観点
も持ち続けなければならない。

コストバランスの観
点から、近隣市町と
同様に水道使用量で
使用料を算定する
等、料金設定の見直
しを検討していかな
くてはならない。

Ｃ
料金設定の見直しとともに、施設の緊急
時の対応については、外部委託等を検討
する必要がある。

◎

103処理施設修繕事業 建設課 一般事業 16,050

集落排水処理施設の機能を維
持し安定した水質保全のた
め、老朽化した施設機器等の
整備・更新を実施することに
より、良好な放流水質を確保
する。

放流水質結
果（BOD)

mg／ｌ
20

12.5
放流水質検
査（COD)

mg／ｌ
30 15.8

Ａ

処理施設の計画的な
修繕・補修工事等に
より、公共用水域の
良好な水質保全を図
るために、今後も計
画的な修繕・補修工
事等を実施していく
必要がある。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

現在の放流水質は基準値を満たしている
が、更なる水質向上を目指すべきであ
る。また、同時にコスト削減という観点
も持ち続けなければならない。

Ｂ
計画的な修繕補修工事で更なる水質向上
を図る。

◎

104サービス給付事業 保健福祉課 一般事業 174,544
要介護認定者が受けた各種介
護サービスに対する費用の支
給事務を円滑に実施する。

ｻｰﾋﾞｽ給付
件数

件 32943294給付率 ％ 100 100 － －

公的関
与は必
要でな
い

A A A Ａ 計画通りに事業を進めることが適当 Ａ 計画通りに事業を進めることが適当 ○

105
高額介護サービス
事業

保健福祉課 一般事業 3,379

要介護者が提供を受けたサー
ビスに対して支払った自己負
担額が、一定の上限額を超え
た部分に対し支給をし負担軽
減に資する。

ｻｰﾋﾞｽ給付
件数

件 389 389 給付率 ％ 100 100 － －

公的関
与は必
要でな
い

A A A Ａ 計画通りに事業を進めることが適当 Ａ 計画通りに事業を進めることが適当 ○

106
特定入所者サービ
ス事業

保健福祉課 一般事業 5,437
低所得者が、介護保険施設を
利用した際に補足給付を実施
し、負担軽減を図る

ｻｰﾋﾞｽ給付
件数

件 180 180 給付率 ％ 100 100 － －

公的関
与は必
要でな
い

A A A Ａ 計画通りに事業を進めることが適当 Ａ 計画通りに事業を進めることが適当 ○

107
ふれあい温泉管理
事業

敬老センタ－ 一般事業 5,624
温泉を一般に開放することに
より、健康の増進と住民のふ
れあいの場を提供する。

一般の入浴
者数

人 100006680
高齢者の入
浴者数

人 70009183－ －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

温泉を一般開放することにより、ストレ
スの解消と健康増進及び、ふれあいの場
を提供しているが今後さらに利用者が増
加するようＰＲを行う。

今後さらに利用者が
増加するようＰＲを
行う。

Ｃ
更なる利用者増加となるようＰＲ活動を
行い、今後はふれあいの郷全体の指定管
理者制度導入に向けて検討する。

○


